
環境報告

環境に配慮した事業活動を進めるためのコストや効果を定量的に把握し、
着実に環境負荷を低減させています。

環境会計
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環境監査

企業活動にともなう環境負荷を低減させる設備機器への投資、環境対応形商品の研究開発にともなう費用、環境情報の公開、
地域活動への支援などの費用を環境保全コストとして集計・管理しています。

環境保全コスト

エネルギー使用量の総量は減少しましたが、生産量も低下したため、原単位では前年比で増加しました。一方、産業廃棄物
の発生量は総量、原単位ともに前年比で、削減することができました。今後もエネルギー使用量と産業廃棄物の削減に取り組んで
いきます。

環境保全効果

当社では社員を対象に、講義と実習で構成される環境安全
講座を実施しています。
VOC規制や欧州におけるRoHS／ELV指令、2007年
6月に施行されたREACH規制など、塗料と環境問題との関
わりについての理解を深めることで、専門的営業能力の向上、
営業活動のノウハウ、塗料及び塗装技術、環境対応の知識の
習得を図っています。
また、新入社員を対象とする入社時研修プログラムでは環境
に関する教育を行い、基礎知識を向上させることにより、各部署
への配属後に役立つようなスキルアップに取り組んでいます。

環境教育
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● 内部監査の実施状況
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「ＩＳＯ14001外部審査」風景

環境に関する教育（新入社員研修）

合計
活動の内容

185.2

土壌調査・浄化
環境保全活動の
地域支援など

18.3

1.4 216.0

環境保全に資する製品
研究開発

7.8

19.8

EMSの整備・運用
環境情報の開示・広告
社員への教育

101.2

54.5

公害防止
地球環境保全
資源循環

57.9

140.3

コスト分類 研究開発コスト管理活動コスト事業エリア内コスト
上・下流コスト その他コスト

2006年度

2007年度

3.3 160.153.725.777.42008年度

※2007年度は、省エネのために太陽光自家発電装置を設置しました。

※２００９年度から「エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）の改正にともなって
　全事業所のエネルギー使用量を集計しています。
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● エネルギー使用量・原単位の推移 ● 産業廃棄物の発生量・原単位の推移

（単位：百万円）
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7.9 155.558.610.478.62009年度

■ 内部監査

内部環境監査は、ISO14001規格に基づき年１回定期的
に実施されています。大阪事業所・那須事業所・小牧事業所・
北港事業所における組織の最小単位にて設定された「目的・
目標および実施計画」の運用、環境関連法の順守状況、事務
局にて定めた重点項目の監査など、マネジメントシステムと
しての有効性について監査を実施しています。
２００９年度は、環境対応形商品の開発など、当社の本来
業務に関わる内容についても監査を行い、ＩＳＯ活動のさらなる
徹底を図りました。

■ 外部審査

２００９年度のISO14001外部審査は、2001年度取得
以降の維持審査で、認証取得の継続が認められました。

マネジメントシステムの運用状況、環境対応形商品の開発
状況やＲＣ活動の動きなどとともに、各事業所での環境活動
の状況、環境負荷物質や産業廃棄物の管理状況、法規制の順
守評価などの審査が行われました。
その結果、「順守評価」、「監視及び測定」、「緊急事態へ
の準備及び対応」などについての指摘があり、各部署での改
善と横展開を図りました。


